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企
業
会
計
的
手
法
と
は
？

　
こ
れ
ま
で
の
地
方
公
共
団
体

の
会
計
は
、
現
金
収
支
に
着
目

し
た
現
金
主
義
が
採
用
さ
れ
て

き
ま
し
た
。

　
こ
の
制
度
は
、
現
金
の
入
出

金
を
基
準
と
し
、
予
算
の
使
途

の
明
確
化
や
決
算
額
と
の
比
較

な
ど
が
行
い
や
す
い
反
面
、
保

有
す
る
資
産
や
負
債
、
コ
ス
ト

の
正
確
な
把
握
が
難
し
い
と
い

う
問
題
点
が
あ
り
ま
し
た
。

　
こ
れ
ら
の
課
題
に
対
応
す
る

た
め
、
資
産
・
負
債
の
状
況
を

表
す
貸
借
対
照
表
や
行
政
コ
ス

ト
計
算
書
な
ど
の
企
業
会
計
的

手
法
を
取
り
入
れ
る
取
り
組
み

が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　平成24年３月31日
現在、市では4,885億
円の資産を形成してい
ます。公共資産のうち、
これまでの世代が負担
した経費の割合は約７
割、これからの世代が
負担する経費の割合は
約３割となっています。

平成23年度の行政コスト合計は、1,025億
円です。
行政コスト合計（Ａ）からサービス対価の経
常収益合計（Ｂ）を引いた純経常行政コスト
は、市税や地方交付税、国や県からの補助
金などで賄っています。サービスに対する
受益者負担比率は5.3％であり、２％～８％
が平均的な値といわれています。

貸借対照表（バランスシート）
資産の部 負債の部

項目 普通会計 市民１人当たり 項目 普通会計 市民１人当たり
１．公共資産 4,249億円 151万円 １．固定負債 1,524億円 54万円
（1）有形固定資産 4,245億円 151万円（1）地方債 1,335億円 47万円
（2）売却可能資産 4億円 0万円（2）退職手当引当金 189億円 7万円
２．投資等 486億円 17万円 ２．流動負債 169億円 6万円
３．流動資産 150億円 5万円 負債合計 1,693億円 60万円
　　うち現金 42億円 1万円 純資産の部

純資産合計 3,192億円 113万円
資産合計 4,885億円 173万円 負債と純資産の合計 4,885億円 173万円

行政コスト計算書
項目 普通会計 市民1人当たり

人にかかるコスト 223億円 7.9万円
物にかかるコスト 282億円 10.0万円
移転支出的なコスト 495億円 17.6万円
その他のコスト 25億円 0.9万円
行政コスト合計（Ａ） 1,025億円 36.4万円
使用料・手数料 44億円 1.5万円
分担金・負担金・寄付金 10億円 0.4万円
経常収益合計（Ｂ） 54億円 1.9万円
純経常行政コスト（Ａ－Ｂ） 971億円 34.5万円
受益者負担比率（Ｂ／Ａ） 5.3%

■
新
地
方
公
会
計
制
度
と
は

　
市
で
は
、
国
の
推
進
す
る
新
地
方

公
会
計
制
度
に
基
づ
き
、
財
務
諸
表

の
作
成
・
公
開
を
行
っ
て
い
ま
す
。

財
務
諸
表
は
、
資
産
と
負
債
、
コ
ス

ト
と
収
益
の
関
係
性
が
明
確
な
企
業

会
計
的
手
法
を
多
く
取
り
入
れ
て
い

ま
す
。

　
こ
れ
に
よ
り
、
土
地
・
建
物
や
現

金
な
ど
の
資
産
と
そ
れ
ら
を
形
成
す

る
た
め
に
要
し
た
財
源
や
負
債
の
状

況
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
実
施
に
当
た

り
、
コ
ス
ト
が
ど
れ
だ
け
の
受
益
者

負
担
で
賄
わ
れ
て
い
る
か
が
明
示
さ

れ
、
資
産
管
理
・
コ
ス
ト
水
準
の
評

価
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　
今
回
は
、
２
月
に
公
開
し
た
平
成

２３
年
度
決
算
に
関
す
る
普
通
会
計
財

務
諸
表
の
中
か
ら
、
貸
借
対
照
表
、

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
を
紹
介
し
ま
す
。

　
貸
借
対
照
表
と
は
、
土
地
・
建
物

な
ど
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る

た
め
に
市
が
保
有
し
て
い
る
財
産

（
資
産
）と
、
そ
の
財
産
を
ど
の
よ
う

な
財
源（
負
債
・
純
資
産
）で
賄
っ
て

い
る
か
を
表
し
ま
す
。

　
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
と
は
、
１
年

間
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と

で
発
生
し
た
行
政
コ
ス
ト
と
、
使
用
料

や
手
数
料
な
ど
サ
ー
ビ
ス
対
価
と
し
て

得
た
収
益
を
表
し
て
い
ま
す
。
貸
借
対

照
表
の
資
産
情
報
に
対
し
て
、
資
産
形

成
以
外
の
サ
ー
ビ
ス
に
ど
れ
く
ら
い
の

費
用
が
か
か
り
、
ど
れ
く
ら
い
の
経
常

収
益
を
得
て
い
る
か
を
表
し
た
も
の
で
す
。

　
今
後
と
も
、
市
の
財
政
状
態
を
よ
り

的
確
に
把
握
し
、
財
政
運
営
に
反
映
さ

せ
る
と
と
も
に
、
財
政
の
透
明
性
を
確

保
す
る
よ
う
に
努
め
ま
す
。

■問
財
政
課（
☎
２３１-

１
１
６
０
）

●用語の説明　 ▽人にかかるコスト…職員給与や退職金など　 ▽物にか
かるコスト…施設の維持管理費や減価償却費（経年劣化などにより資産
価値が減少した額）など　 ▽移転支出的なコスト…生活保護費などの社
会保障給付や補助金など　 ▽その他のコスト…市債償還の利子など　 ▽

経常収益…使用料や手数料など行政サービスの対価として得た収益

●用語の説明　 ▽公共資産…道路、公園、小・中学校、図書館な
どの土地・建物など　 ▽投資等…公社への貸付金、特定の目的の
ために積み立てている基金など　 ▽流動資産…年度末現金（歳計
現金）、財政の健全運営のための基金（財政調整基金等）など　 ▽

固定負債…翌年度以降に返済や支払いを要する地方債償還金や退
職手当引当金など　 ▽流動負債…翌年度内に返済や支払いを要す
る地方債償還金や退職手当など
※市民１人当たりの額は、住民基本台帳年度末人口（281,704人）で計算

平
成
23
年
度
決
算

新
地
方
公
会
計
制
度
に

基
づ
く
財
務
諸
表
を

紹
介
し
ま
す
。


